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Ⅰ 計画書
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Ⅱ 計画図
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Ⅲ 横浜伊勢原線沿道東地区地区計画の理念

本地区を含めた県道 22 号（横浜伊勢原）沿道を中心とした本郷地区・門沢橋地区

については、工業系機能のほか、商業機能も兼ね備えた市の副次的な拠点形成を目指

したまちづくりを推進しています。 

  本地区は、昭和54年の市街化編入と同時に特別業務地区を定め、流通業務を主体と

したまちづくりを進めてきましたが、社会経済情勢の変化、副次的な拠点を目指した

まちづくり等に対応するため、工業系を主体に一定の商業系施設等も許容した土地利

用を誘導するとともに、県道沿道や既存集落の市街地環境に配慮した土地利用を誘導

するため、地区計画を策定しました。 

平成31年２月に都市計画道路３・３・４号横浜伊勢原線（計画幅員W=25ｍ、車線の

数４車線）を計画決定し、既に形成されている市街地の状況に配慮しながら、副次的

な拠点形成の一角を担う本地区のまちづくりを推進し、南部地域の活性化・利便性の

向上を図り、持続的に発展し続けるまちづくりを目指します。

Ⅳ 地区計画の内容（地区施設及び建築物の制限等に関する事項）

１ 地区施設 

計画図に示す区画道路の幅員を８ｍ以上とします。 

＜解 説＞ 

市街化区域編入後の道路整備状況を踏まえ、将来的に良好な道路空間を確保す

るために「道路」を地区施設に位置づけます。８ｍ未満の道路は、開発等の際に

道路中心線から４ｍ以上のセットバックの協力をお願いします。 

なお、地区施設の道路幅員８ｍは、最低の幅員を定めたものであり、土地利用

の内容によっては、開発許可等、他の基準において８ｍ以上の道路への接道が求

められることがあります。 

２ 建築物の用途の制限

 建築物の用途の制限の内容は、添付している計画書のとおり。

＜解 説＞ 

① 遊戯施設、大規模店舗、工場等、周辺の企業の操業環境や周辺住民の生活環

境への影響のでる恐れがある施設を建築する場合には、近隣及び周辺への周知

を十分に行って下さい。 

② Ａ地区は、原則として住宅に建築はできませんが、計画図で示す敷地に限り、

住宅の建築が可能です。

③ Ｂ，Ｃ，Ｄ地区は、４階以上の階を共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途にする

ことはできません。

④ Ｃ地区の市道 725 号線に接する敷地に、住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿の

用途に供する建築物は建築する場合には、周辺の工業地としての土地利用状況



6 

を踏まえ、住宅側での対策を講じていただくため、全ての居室の外部建具をＪ

ＩＳ規格で定める遮音性能Ｔ－１等級と同等以上の性能としてください（計画

図に示す土地は、除く。）

⑤ 居室とは、建築基準法第２条第１項第４号に規定されているものをいいます。

用途制限表
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３ 壁面の位置の制限 

建築物（門又は塀を除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線及び

隣地境界線までの距離は 0.6ｍ以上とする。

ただし、次のいずれかに該当する建築物及び建築物の部分は、この限りではない。

(１) 自動車車庫の用に供し、軒の高さが 2.3ｍ以下であるもの。 

(２) 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が 3.0ｍ以下であるもの。 

(３) 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが 2.3ｍ以下で、かつ床面積

の合計が５㎡以内であるもの。 

＜解 説＞ 

① 道路境界線とは、各敷地に接する道路との境界線、都市計画道路３・３・４

号横浜伊勢原線の計画線、地区施設に定める区画道路の計画線、交差点及び道

路が屈曲する箇所に設ける隅切り線を含みます。

隣地境界線とは隣接する敷地との境界線のことを指しており、宅地のほか公

共施設用地を含みます。

② 壁面の位置の制限は、それぞれの境界線からは 0.6ｍ以上離さなければなり

ません。なお、都市計画道路の計画線にかかる敷地の壁面の位置の制限は、都

市計画道路から原則 0.6ｍ以上離さなければなりません。ただし、既存建築物

の増築や用途変更等で都市計画道路を整備する上で著しい支障を及ぼすおそ

れがないものは除きます。

しかしながら、周辺の宅地等との関係から、明らかに地下部分にある建築物

の場合は、通風や採光に支障があるとは考えられませんので、適用はされませ

ん。なお、隣地境界線からの距離については、民法第 234 条において、50cm

以上離す旨の制限がありますので、緩和適用等により 50cm 未満となる場合は、

隣地の所有者の承諾等が必要となりますので留意してください。

③ 次のいずれかに該当する建築物及び建築物の部分については、壁面の位置の

制限が緩和されます。 

ア 自動車車庫 

主たる用途（住宅等）の一部が自動車車庫を兼ねている場合は個々に判断

することとなりますが、主たる用途となる部分と平面的に重複している場合

は、壁面の制限を受けるものとします。また、駐輪場も自動車車庫と同様に

扱います。 

イ 外壁またはこれに代わる柱の中心線の長さの合計が 3.0ｍ以下であるもの。  

住宅等の一部分が制限の範囲を超える許容範囲を示したもので、建築面積

や延べ床面積に含まれない出窓やベランダ等の部分は除きます。 

ウ 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが 2.3ｍ以下で、かつ床面

積の合計が５㎡以内のもの。 

軒の高さとは、建築基準法施行令第２条第１項第７号に規定され、地盤面

から建築物の小屋組又はこれに代わる横架材を支持する壁、敷桁又は柱の上

端までの高さをいいます。 
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また、「床面積の合計」については、敷地内に複数の棟（物置等）がある

場合、各棟の床面積を合計したものになります。 
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４ 建築物の高さの最高限度

建築物の高さの最高限度は、以下を超えてはいけません。

Ａ地区、Ｃ地区 … ３０ｍ

Ｂ地区、Ｄ地区 … １２ｍ

＜解 説＞ 

建築物の高さとは、建築基準法施行令第２条第１項第６号に規定されているもの

をいいます。

５ 建築物等の形態又は意匠の制限 

建築物及び屋外広告物等の形態、意匠、色彩等については、周辺との調和に配慮

したものとし、刺激的な色彩又は装飾は用いないでください。 

＜解 説＞ 

建築物や屋外広告物の形状や色彩等について、常識的な範囲において、あまり奇

抜なものや、不快感を与えかねないものについて周辺にご配慮いただき、地区内の

景観及び環境を守っていきたいという主旨です。 


